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M21a 電子密度診断に用いるMg VII 輝線強度比の衝突輻射モデルの構築、及び評価
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遷移層におけるプラズマの密度診断の手法の一つにMg VIIの強度比から衝突輻射モデルを介して電子密度を
求める方法がある。これまで Hinode EISのMg VII の 2s 2p3 3S1 を上準位にもつ 276.154 Å, 277.003 Å及び
278.404 Å輝線と 2s 2p3 1P1を上準位にもつ 280.742 Å輝線の強度比を用いた電子密度診断で、フレアの準周期
的振動時の放射冷却時間の推定 (Brosius et al. 2016)や、活動領域ダークレーンの静水圧平衡の検証 (Lee et al.
2014)などに活用され、重要な役割を果たしてきた。この電子密度診断が信頼たるものであるためには発光強度
のモデルを構築し、実験室において広い密度領域で評価する必要がある。
今回衝突輻射モデル構築に際し、{2s2 2p, 2s 2p2 or 2p3} nl (2 ≦ n ≦ 7, l ≦ 6)準位に対して、電子衝突励起・

脱励起、電子衝突電離、自然放出、自動電離の衝突断面積および遷移確率を HULLAC原子コードで計算し、用
いた。また、2s2 2p2 3P0,1,2 の準位間に対して、陽子衝突励起・脱励起過程の散乱断面積はRyans et al. 1999の
値を用いた。構築したモデルに対して太陽研究によく用いられている CHIANTI ver.9のモデルと比較も行った。
また、1013 cm−3 付近の電子密度のプラズマを作ることができる大型ヘリカル装置 LHD を用いた実験を行い、得
られた発光線強度と構築した衝突輻射モデルの結果を比較した。Mg VII衝突輻射モデルの実験室での評価は本
研究が初である。本講演では、衝突輻射モデルの電子密度依存性等の物理的特性の議論及び、実験データでの衝
突輻射モデルの評価について発表する。


